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会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）２５
賠償を求めていたいわゆる「ＮＵＥ・ゼニス訴訟は16年間も継続し1987年４
閏
月27日米国連邦裁判所Iま，松下等側に勝訴」の判決を下した。同事件で，た
とえば松下電器産業は，法務部門が充実し，同社の現地生産の促進化に役立
叫
ったとし、う。
アメリカは文字通り法律社会であり，訴訟社会である。アメリカの保護主
義は，法的保護主義の形成をとるという。この法律が多数の通商法規であり，
従来，とかく日本の家電，鉄鋼，繊維等の業界は，このアメリカの通商法規
鋤
による濫訴の危険lこさらされていたといわれている。わが国の企業における
第２期法規部時代はこのような国際的背景もあって形成されてきたものとい
える。
（４）わが国の企業に承る会社法規部の形成発展過程
１わが国の企業における会社法規部の特殊性わが国の企業にゑる会
社法規部の形成発展過程もアメリカと同様にく表１〉に示すように３段階に
分類できるが，その内容は日米間に次の点で相違点を見出すことができる。
第１に，日米間のピッグピジネスにおいて，第１期法規部時代がアメリカが
わが国のそれよりも約100年も先行していることである。これは主として両
国の企業をめぐる経済的・法律的環境の変化による相違に帰結するものと思
われる。
⑫
第２に，人的組織構成の相違である。前述のようにアメリカの企業Iこおけ
る会社法規部が充実している。それは物的組織においてはもちろんのこと，
人的組織においても，わが国企業の法規部より充実している。すなわち法規
部の人的組織構成である法規部員が主として純法律家つまり社内弁護士によ
って構成されているか否の問題である。アメリカの企業の法規部は純法律家
としての社内弁護士を中心に，日本の企業の法規部は準法律家といわれる企
業ジュリストが中心に構成されている点が日米間の法規部の大きな相違点で
あるといえる。
第３に，法規部組織（設置）化の条件の相違である。アメリカの企業では
2６
一般的にゑて設置当初から予防法務的機能を求めているのに対し，日本の企
業では法規部の設置の契機が紛争処理的機能として設置する場合が多い。第
４に企業のトップマネジメントに会社法規部についての見識と高度な法務哲
学の存否の問題である。一般論としてアメリカの企業のトップマネジメント
に，右の見識と法務哲学についての認識が不足している，と推測される。わ
が国における企業に社内弁護士数が容易に増大しない事情の背景もここに存
するものと思われる。
２会社法規部の形成発展過程一主として三井物産とトヨタ自動車のケー
スわが国の企業における会社法規部の設置は本格的な国際化時代を迎え
⑬
て増えている。その分析Iま別に譲った。わが国の企業の中でも本格的な法規
部が形成されている。前述のようにわが国の10大トップ企業の実態調査の結
果，商社の三井物産（本社東京・千代田区)，メーカーのトヨタ自動車（本社豊
田市）その他に，戦略法務を中心とするゼネラル・スタッフ型の法規部をみ
ることができた。
㈹の２
外資系でIま，日本アイ・ビー・エム(IBMJAPANLTD）が完壁な戦略法
務機能を有する理想的な法規部に形成されている。同社の法規の実態につい
鰯の３
てl土別著に譲った。
①わが国における第１期法規部時代は池田内閣による所得倍増計画という
高度経済政策が発表された1960年頃から形成され出したといえよう。とくに
前述の1967年の東京ヒルトン事件が契機となって会社法規部の必要性が高ま
ってきた。しかし，財閥系の三井物産の法務組織は文書部(LegalDept.）の
“文書課として，1914年(大正３年）に倉Ｉ設されている。いうまでもなくわが国
の企業において最初に設置されたものである，といえる。同社第３代文書課
長は1939年（昭和14年）の組織変更で文書課から改称された文書部の初代部
長に就任されているが弁護士出身であった。
同社は1947年（昭和22年）７月に業務部文書課として再発足し，３０年７月
に文書部として分離独立している。その実態はサービス・スタッフ型と承ら
れる。1983年１月現在の同社の法規部（文書部）はく表13＞のように形成さ
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）２７
れており，副社長直系のつまりゼネラル・スタッフ型法<表13〉三井物産
㈹規部の組織となってし､る。その後，さらIこ経済的．法律法規部の組織社
的環境の変化により海外取引の強化，税務および商標な長
ど知的所有権等に法的側面からの強化を図るため予防法 副社
長務および戦略法務を推進するために法規部の組織が－部
文変更され，担当専務直系のもとに文書部は企画法務室． 書
部国内法務室，第１海外法務室，第２海外法務室および税
制商標室の５室制となり，部員は一般52名，事務８名の管海ェ海国企
計60名から構成されている集中型かつ法務型法規部であ理きく幾塁霞
ロ室務務務る。一般52名の中にはニューヨーク弁護士として米国三室ジ室室室
井物産に勤務されている者のほか外国弁護士１名（イギリスのソリスター）が
含まれている。同社の法規部はサービス機能とチェック.アンド・コントロ
ール機能（トップに対する助言）が発揮できる。システムが確立している。
第２期法規部時代の末期頃より戦略法務的機能を発揮するゼネラル・スタッ
㈱
フ型法規部力:形成されている。
②わが国のメーカーの中で法規部が最も充実している１社としてトヨタ
㈹
自動車をあげることができる。同社は発明王豊田佐吉力:興した豊田織機制作
所が1933年９月に設置した自動車部から独立して1937年（昭和12年）８月２８
日に設立された。昭和62年度決算（83期）で売上高単独で６兆249億円，当期
く表14〉トヨタ自動車初期の組織図
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２８
矛Ｉ益2,002億円，従業員数63,890人（63年３月現在）で文字通りわが国最大の
巨大企業である。それだけに同社の法規部の組織は日本一充実しているとい
える。さらに“行動する法規部，，ともいえる。
同社の草創期（1939年２月）の組織図には，〈表14〉のように事務部事務課
の庶務掛などに法規部署があったとみられるが，それは法規部ではない。
同社の法規部の創設には，同社が資本の自由化対策として昭和43年１月２９
日の第56回定時株主総会で当社の「取締役及び監査役は日本国籍を有する者
に限る」という取締役等の資格制限として外国人排除を内容とする定款の変
更（新設）を決議したのは憲法違反であるとして１株主から提訴されたいわ
㈱
ゆろ定款訴訟力:大きな契機となった。
同社はこの定款訴訟に対応するため総務部門から法規スタッフを集め，係
長以上４名の訴訟グループが結成され，1969年（昭和44年）２月に調査部門
〈表15〉トヨタ自動車法規部の組織上の位置
IIilI1IiIIlII
ｉ』１N
(1970年２月現在，『創造限りなく－トヨタ自動車50年史（資料集)』より）
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）２９
に法規課が創設された時，わが国企業の第１期法規部時代の後半であり，基
本的には紛争処理的機能を中心とするサービス・スタッフ型会社法規部であ
った。次のく表15〉はその当時の会社組織（１部）である。法規課が創設さ
れる前は総務部の１セクションが担当していたとゑられる。
同社法規部署はさらに国際化に対応し1972年２月，国際契約を中心に「契
約課」が分離し，1973年２月に法規部門として法規部が新設された。1978年
２月，本格的な国際化時代に対処するため，海外訴訟を中心に海外法規課が
分離し，総括課，法規課，海外法規課と契約課の４課９係52名からなるスペ
シャリスト型法規部が組織された。わが国の企業の第２期法規部時代の中間
期であった。
第３期法規部時代が始まった1981年の２月に，同社法規部は本格的な貿易
摩擦．技術摩擦時代に対応するため組織が見直されく表16〉のように５課制
へと発展的に改組された。法規部員は担当取締役を含めて51名から構成され
く表16〉トヨタ自動車の法規部
総務・人事部門
法規部
(取締役法規部長）
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ている。
（５）会社法規部の形成発展過程の問題点
以上のように日米企業における会社法規部をみると，次のような異同点が
承られる。
共通点は，チャンドラー教授がその著書``Stmtcgyα"‘Ｓ〃"c'"”,，で
「経営組織は戦略に従う」という命題が実証的に展開されているように“会
社法規部，，という企業内組織が経営戦略に従い，それを支配しながら企業が
その環境変化のニーズに対応してサービス・スタッフ型→スペシャリスト型
→ゼネラル・スタッフ型の順に，形成発展の過程を辿っている。この３段階
の形成発展過程の詳説は後に譲るが，その形成発展過程の各段階における法
規部の形態，機能と組織については概ね次の〈表17〉に示すような関係が承
られる。この表にふられるように完全なる会社法規部は，ゼネラル・スタッ
フ型にみられ，この点，日米企業における共通点といえよう。
〈表17〉法規部の形態・機能と組織
形態 機能 社内組織
･総務課・文書課の
法規係
法務係
文書係
サービス・スタッフ型
法規部
治療法務（紛争処理）
型法規部
･総務部・文書部の
法規課
法務課
法務室
法務グループ
文書課
スペシャリスト型
法規部
予防法務型法規部
･社長・副社長直系の
法規部
法務部
文書部
ゼネラル・スタッフ型
法規部
戦略法務型法規部
３つの形態とその発展については次節以下で詳説するが，わが国の法規部
の形態はアメリカの会社の法規部に比べて，前述のように，その出発（創
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）３１
設）において約100年遅れているが，現段階においては同様の形態－ゼネラ
ル・スタッフ型法規部を形成し形式的には同一の機能を有するように承られ
ている。したがって，わが国の会社法規部も成熟期を迎えた，とも承られて
⑲
し､る。
しかし，ゼネラル・スタッフ型化した日米企業の法規部の機能を実質的に
分析すると両者は，人的構成面において異っている。アメリカの企業は純法
律家の社内弁護士を中心に人的構成が行なわれているのに対し，日本の企業
の法規部は主として企業ジュリストという準法律家によって形成されている。
このようなわが国の法規部を“日本的法規部''と称することもできるが，こ
の形態で果して完全なるリーガルリスク・マネジメソトが実行できるのかな
③
ｵs疑問である。ちな糸にわが国の超一流企業の中でとりわけ充実した法規部
においても，多くの課題をかかえてようやく五合目に来たというのが実感と
６、
もし､われている。
（１）佐藤篇「企業の形成」『企業形態』〈経営法学全集２〉所収131頁以下ダイヤ
モンド社（1966年)。石井照久『会社法」上巻（商法Ｈ）６頁以下勁草書房（1967
年)。中村一彦編『現代企業法総論』（企業法Ｉ）９２頁以下同文舘（1984年)。竹
内昭夫編『企業』〈基本法学７〉岩波書店（1983年)。大矢息生『経営法学教科
書』207頁以下同文舘（1977年)。
（２）大矢『現代の経営法学』はしがき１頁。
(2)の２，注２参照。
（３）「旬刊商事法務研究」360号（1965年１０月5.15日合併号）７頁以下。同実態
調査は，昭和40年６月26日にアンケート3,000通を発送され同年７月１５日に締切
られて回収されたものl,063通。回収率35.4％強。同調査の調査項目は①社名・
業種・資本金・株式公開非公開の別。②株式事務株主管理，株主総会，契約，
不動産管理，債権管理，特許，税務，独禁法，訴訟処理,企業内教育など30項目
についての事実内容と担当課名についてであった。なお，同会では，本調査以前
にも同種の調査が行なわれている（｢各社における法律事務の所掌部課１覧表」
商事法務研究242号（昭和37年４月５日)。
（４）注３。なお，大矢息生『国際経営法学序説』４７頁日本生産性本部（1972年)。
(4)の２前掲「商事法務研究」360号239号。
（５）Ａ・Ｄ・チャソドラー・内田忠夫他訳『競争の戦略・ＧＭとフォードー栄光
の足跡』ダイヤモンド社（1970年)。A1fredDChandler，Ｊｒ；ＴﾙeWsj6に
3２
Htz"`－ＴﾙclMbz"αg〃jαノRczﾉo/“o〃ｉ〃Ａ醜〃ｊｃａ〃Ｂ"ｓｊ"BSS，ｂｙｔｈｅＢｅｌ－
ｋｎａｐＰｒｅｓｓｏｆＨａｒｖａｒｄＵｎｉversityPress（1977)。大矢「完全なる会社
法規部24頁。大矢他『会社法務部の研究』（近刊)。なお日米企業に承られる会社
法規部の沿革については，同『会社法規部の日米比較研究』（近刊）に譲る。な
お，一商社の法規部の最近の二○年間の変貌を伝えるインサイドレポートとして
堀龍兒「商社法務の二○年と現在の課題」ジュリストNo875,p54-55(1986年)。
(6)大矢「前掲」６頁。
(7)渡米経営法務視察団報告書『アメリカにおける経営法務の実態』101頁以下。
関西生産性本部（1972年)。
(8)陣崎克博編『アメリカーその特質と諸相』７７頁以下英潮社新社（1982年)。
鈴木良隆他『経営史』２５頁以下有斐閣（1987年)。飯野春樹編『パーナード経
営者の役割』有斐閣（1979年)。小林袈裟治他編『西洋経営史を学ぶ』上下有斐
閣（1982年)。Ｈ・Ｅ・クロース.Ｃ・ギルバート，鳥羽鉄一郎訳『アメリカ
経営史』東洋経済新報社（1974年)。Ｅ・Ｔ・ペソローズ，末松玄六訳『会社成
長の理論』（第２版）ダイヤモンド社（1980年)。Ａ・Ｄ・チャソドラー・Ｊｒ・三
菱経済研究所訳『経営戦略と組織』，同，鳥羽欽一郎他訳『経営者の時代』上下。
東洋経済新報社（1979年)。Ｐ．Ｆ・ドラヅカー，現代経営研究会訳『現代の経
営』上下。ダイヤモンド社（1966年)。Ａ・Ｐ・スローソＪｒ田中融二他訳『Ｇ
Ｍとともに』ダイヤモソド社（1967年)。』．Ｋ・ガルプレイス，都留重人監訳
『新しい産業国家』河出書房新社（1968年)。Ｇ,HarryStine；ＴﾉﾚＣＣＤ"”α'Ｃ
ｓ”ＤｊＤｏγsbyagreementwithScottMeredithLiteraryAgency，Inc.，
（1986).ｏＡ１ｆｒｅｄＤ,Chandler,Ｊｒ;ＴﾊeWsj6化ｍz"ｄ－ＴｈｅＭｚ"ageγｊαノ
Rczﾉ0J”io〃ｉ〃Ａ擁〃jca〃Bz4si"CSS；byTheBelknapPressofHarvard
UniversityPress（1977)。PeterEDrucker;ＴｈｅＰγacticeけMZz"ａｇｅ‐
"”rJbyHarper＆BrothersPublishers.（1954)。BarnardC,Ｉ；Ｔﾊｅ
九"cﾉｶﾞo〃〃ﾉﾉbcEjreczc"z'efbyHarvardUniversityPress（1966)。Ｄａｌｅ
Ｅ.;ａｅａｆＯγgα"たα"o〃JbyMegraw-Hill（1958)。
(8)の２大矢『会社法規部の日米比較研究』（近刊)。HermanEKroossand
CharlesGilbert；Ａ””ｊｃａ〃Ｂ"s/"ｅｓｓＨﾂsわび：byprentice-Hall，Inc.，
（1972)。
(9)陣崎克博編『前掲』７７頁。
⑩鈴木良隆他『前掲』２５頁。
⑪注10の31頁以下。Ａ・Ｄ・チャンドラール丸山恵也訳『チャソドラーアメリ
カ経営史』３７頁以下亜紀書房（1986年)。A1frcdnChandler，Ｊｒ.；ＴＡｃ
Ｕ)､"e‘Ｓ'α"sfEDoJ8u濁り〃"Ｅ""γ，rise,TheCambridgeEconomicHis‐
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）３３
toryofEurope,Vol、７;byCambridgeUniversity,Press（1978)。
⑫丸山恵也『前掲』８頁。
⑬注12の９頁。
⑭注13参照。鈴木良隆他『前掲』３０頁以下。
⑮鈴木良隆他『前掲』２６頁以下。
⑯〈表１〉参照。
⑰Chamdler,Ｊｒ;ＴＡｅＶｊｓｉ６にHZz"‘plO8o
肋の２高官晋『現代の経営』（現代経営学全集１）ダイヤモンド社（1670年)。
同『経営組織論』344頁以下ダイヤモンド社（1961年)。溝ロー雄監修谷武
幸『事業部業績の測定と管理』税務経理協会（1987年)。ルイスＡ・アレン，高
宮晋監訳『管理と組織』139以下ダイヤモンド社（1960年)。Ｃhandler，Ｊｒ；
Ｓノアαtegea"‘Ｓか"ct”ｅＣｈＣｓ'〃Ｉ,Ｂ”"”ぬＴﾙｅＦ〃"c"o"ｓ〃r”Erec‐
”iue，byHarvardUniversityPress（1938)。WilliamH，Ｎｅｗman；
Ａ`碗j"ｉｓ'γα〃z）ｅＡｃ〃o"－７ﾉﾚCTCC力"i9"CSOγgα"たα"o〃α"‘/Ｍｚ"αgrC腕e"'ず
byPrentice-Halllnc（1951)。Drucker，ＰｅｔｅｒＦ.，ＴﾊｃＰγαcrice”
Ｍｚ"age腕”オノｂｙＨａｒｐｅｒ＆Ｂｒothers（1954)。
⑱Chandler,ｏｐ,Cit.，pplO7-109。
(１９大矢息生『リーガルリスク管理と経営法学』５６頁以下学陽書房（1986年)。
⑳アメリカにおいては，近代的企業の始まりとほぼ時機を同じくして法規部を設
置している背景とくにデュポソ社のケースについての私のインタビューに対し，
チャソドラー教授は次のように述べている（注19の57頁参照)。
第１に，１９世紀末から２０世紀の初頭にかげてファミリー企業が大企業へ急膨脹
による法律問題の予防にあったのではないかと家られる゜それは資本の導入，市
場拡大や技術発展によるものである。
第２に，独禁法，パテント対策によるものである。1909年にはデュポソ反トラ
スト法事件が起きている。独禁法は，アメリカにおいては1891年に制定され，わ
が国においては1947年に制定されている。
第３に,企業秘密など外部の弁護士に知られたくたいという事情があったこと。
第４に，問題が起きたときのプラスとマイナスがあること。社内弁護士を企業
がコントロールしたいということ。
第５に，デュポン社の例にゑられるように,ファミリー企業を合併することが，
法律的にも組織的にも必要があったこと。
A1fredD.Ｃhandler,比andStephenSalsbury;Ｐ肥〃Ｃｓ,Ｄ〃ＰＣ"ｊ
α"‘Ｔﾙc1Mhzhi"ｇ〃'ｈｅｊＷ火γ〃ＣＯ'PCγα"o〃；ｂｙHarper＆RawPubri‐
ｓhers。
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(21）大矢「完全なる会社法規部」６頁。
(２１の２詳しくは大矢「前掲」７頁参照。
(21)の３詳し〈は注21の２の７頁以下参照。
⑰の４清水昌夫『激変するマネーマーケット』５頁以下時事通信社（1988年)。
朝日新聞経済部編『TokyoMoney』朝日新聞社（1988年)。
GeraldC，Meyers；Ｗｈｃ〃〃“'ｓ'んｅＦｈｚ"；（1986年)。竹内宏訳『企
業の危険管理』テイビーエス・ブリタニカ（1987年)。
(2,の５“ＴﾉｾｃＣγａｓルー"/"α〃ｶﾞﾉａｚ(ﾉ”んｏ〃Whz〃Ｓ"“t,fｈｅ抑oクノ‘ｉｓ‘が
〃ずc"#，，；ＴｉｍｅＮｏｖ２・ｐｐ８－３７（1987)。
⑫いわゆる東京ヒルトンホテル事件については，大矢息生『会社法規部入門』５９
頁以下。近代セールス社（1968年)。同事件は，わが国の企業における第２期法
規部時代を形成する契機となった（〈表１〉参照)。
東京ヒルトンホテルは，昭和38年５月，建物と株式を日本の東京急行電鉄（以
下東急と略す）側が持ち，つまり全額出資し，業務と人事をアメリカのホテル王
ヒルトンが持つという契約（業務委託契約，昭和38年より20年間）のもとに発足
したホテルである。この東急とヒルトンの対決をマスコミは「東急ヒルトン事
件」と呼んでいる｡同事件は,すでに多くの新聞，雑誌などで報道されているが，
当時『週刊朝日』（昭和42年６月２日号16頁～23頁）は「ワールド・エンタープ
ライズの日本征服作戦」というタイトルで，この事件を特集していた。これを要
約すると，
「今年（昭和42年のこと）の２月23日，海外のヒルトン系ホテルを経営している
ヒルトン・インターナショナル・コーポレーションが世界でも有数の航空会社ト
ランス・ワールド・エアーライソズ（ＴＷＡ）に事実上身売りをしたというので
ある。この事実について東急の五島昇社長（当時）は“ヒルトン側の背信行
為，，と怒り，４月21日，ヒルトンの営業委託契約を破棄するという宣言をして，
ヒルトン総支配人アソソニー。クレッグ氏を解雇し，ホテルの名称も“ホテル・
ジャパン東急,，と変えてしまった｣。この東急側の処置が初期においては「大英
断」としてマスコミには好意的に伝えられ（たとえば「週刊サンケイ」４２年５月
８日号18頁以下。『実業の日本』４２年６月15日号16頁以下参照)，あるものは“大
和ダマシイ',の現われであるとして絶賛したものである。ヒルトン側もざるも
の，契約書の特約条項をたてに，東急側の契約破棄こそ不当だと対抗した。東急
は旧東京ヒルトンの総支配人の立入り禁止，とヒルトン側が，応訴した業務妨害
の禁止を求めた仮処分を東京地裁に申請したが，東京地裁は，東急側の申請を却
下しヒルトン側の主張を認めたのである。
日本経済新聞（昭和42年５月13日付朝刊）は，「東急の仮処分申請却下一旧
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束京ヒルトン」とし，前述したヒルトンの行為は契約違反ではないので，総支配
人の解雇は無効であるという。同紙は，「……同裁判長は，この決定で①２千万
円の現金または有価証券を保証金としてヒルトン・インターナショナル社が東京
ヒルトンの営業受託者であること，②アンソニー・クレヅグ氏が東京ヒルトンホ
テルの総支配人であること｣，の２点を『仮に認める』としている。
また東急側の申請却下の理由として次のように述べている。
１.東急側は解雇した総支配人クレッグ氏が会社に損害を与えるような不信行為
をしたというがこの主張は採用できない。
１.ヒルトン・インターナショナル社が東急の同意を得ることなく米国の航空会
社ＴＷＡ（トランス・ワールド・エアーライソズ）との合併を決めたことは，東
京ヒルトンとヒルトン・インターナショナル社との間にかわした業務契約に違反
すると東急側は主張するが，２社の合併はヒルトンの世界的組織の利点を従来通
り活用する目的のものである。さらに，この利点を生かすため，ヒルトン゛イン
ターナショナル社の全額出資による新ヒルトン・インターナショナル社を設立
し，実質的には同一の経営者，同一の運営方針で新会社が運営されるものと認め
られるから，業務契約で保障されてきたヒルトン組織による東急の利益も引き続
き維持される。したがって合併行為が業務契約に違反するとして，契約を解除す
ることは不当である。
１．したがって総支配人の解雇も無効である（東京地裁，立入禁止等仮処分申請
事件昭和42年第4671号)。東京地裁の，この決定により東京ヒルトンホテル事件
は新たな段階に入った。シドニー・ウォルナー・ヒルトンインターナショナル法
律担当のペイス・プレジデント（副社長）は，この東京地裁の仮処分決定につい
て「日本の裁判所が公平であることと，われわれの立場が正しいことを示してい
る」ことを非常に喜んでいると語ったという。
この仮処分にもとづいて，ヒルトン側は「ホテル・ジャパン東急」と改名され
た旧「東京ヒルトン」を再びI日名に戻すとともに，先に解雇されたヒルトン・イ
〈業務委託契約書〉（抜華）
契約第26条
ａ項＝各当事者は，自己あるいはその関連会社によって完全に所有され，
かつ完全に支配される子会社に対しては，他の当事者の同意を得ることな
く，本契約およびこれから生ずる権利を譲渡する権利を有する。
ｂ項＝本条の項に規定する場合を除き，当事者は相手方の事前の書面によ
る同意なくしては本契約を譲渡，またはこれから生ずる権利をいかなる方法
においても他に売却，譲渡もしくは移転してはならない。
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ソターナショナル側の職員５人は現場に復帰し，東急側に占拠されていた総支配
人室は解放されるにいたった。
その後，「読売新聞」（42年６月９日付朝刊）には双方の言い分を分析し，東急
側の“義理人情'，という精神論がヒルトン側の予防法学としての経営法学の実践
論に屈折したのではないかと伝えていた。
東京ヒルトンホテル事件の騒ぎがクローズアップした直後のことである。東急
から解雇処分を受けたヒルトン側の総支配人クレヅグ氏は，アメリカンクラブ
（東京・麻布）で内外記者団と会見した。
このとき，同席の在日アメリカ商工会議所専務理事のボーリン・ジャー氏は，
にくし承をこめて「東急のやり方はキューバのカストロ政府の手口と同じだ」と
叫んだという。また，一方，ニューヨークの本社で，東急の契約破棄の知らせを
受けたコソラヅド・ヒルトン社長が，ラスク国務長官に「日本でカストロな象の
仕打ちを受けた」と怒りをこめて連絡したと伝えられている（｢読売新聞」４２年
６月９日付朝刊“外資との戦い④，'）。
この東京ヒルトソホテルの奪還をめざす，東京ヒルトソホテル事件は，前仁述
ぺたように，昭和42年５月12日東京地裁の『東急が契約違反をタテにクレヅグ総
支配人を解雇したのに不当だから元通りに』……という“仮処分申請却下，，の判
決で，あっけなく幕切れとなった。“義理人情'，よりドライな‘`法律'’がヒルト
ン側に加担した本事件発生の背景については，大矢『会社法規部入門』６３頁，
７５頁参照。なお土井輝生「ホテル業務委託契約と『契約承継・譲渡制限』条項
一東京ヒルトン・ホテル事件の問題点」海外商事法務60号24頁商事法務研究会
（1967年)。「サンケイ新聞」“日本の外資，'（1967年８月23日付朝刊)。大矢息生
「スペシャリストへの道」中央公論別冊経営問題41年秋季特大号368頁以下中央
公論社（1966年)。同「外資上陸作戦の参謀本部」マネジメント６月号134頁日本
能率協会（1967年)。小林規威「国際経営戦略における法律問題」潮流ジャーナ
ル７月２日号26頁恒文社（1971年)。
⑬〈表18〉参照。ちなみに，1965年に社団法人商事法務研究会が行った「企業内
法律業務に関する実態調査」で上場会社1,006社の集計に現われている。「商事法
務研究」360号７項以下（昭和40年10月５日号)。また，1970年11月に大阪工業会
が「わが国企業の法務部門の実情について調査した集計にも会社法規部の必要性
の認識の高まりを如実に物語っている。
次の表でいうＡ群とは，法務担当部門が法務専門の部署であり，Ｂ群とは，法
務専門の部署でないものである。Ａ群には部制（法務部，法律部，法規部)，室
制，課制，担当グループ制，係制その他があり，Ｂ群は総務部文書課（庶部ほ
か)，総務部文書株式課，総務部文書グループ・チーム，総務部総務課その他が
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<表18〉会社法規部の設置時期
年代｜Ａ群ｌＢ群 計
昭和１０年代
昭和20年代
昭和30年代
昭和40-44年代
昭和45-49年代
昭和50年代
年代不詳
社
社
社
社
社
社
社
０
１
９
，
鍋
９
１
社
社
社
社
社
社
社
３
３
８
４
７
１
辿
社
社
社
社
社
社
社
３
３
Ⅳ
辿
詣
皿
疋
（商事法務研究会「ＮＢＬ」109号28頁より。そのご『会社法務部』
７５頁（NBLNo.2）に収録されている｡）
ある（商事法務研究会編『会社法務部－その任務と活動』７３頁商事法務研究会
（1976年))。
㈱の２なお，五島昇「"その時私は……，,東京ヒルトン事件－ヒルトンから
多くの教訓」日本経済新聞２月21日付朝刊（1982年)。
⑭大矢「完全なる会社法規部」１４頁以下参照。
鯛飯島澄雄『アメリカの法律家（上)』208頁以下東京布井出版（1975年)。大矢
息生「外資上陸作戦の参謀本部一会社法規部」マネジメント６月号134頁以下日
本能率協会（1969年)。同「現代企業をめざす－銀行の法律武装一ＢＯＡ法
規部から学ぶもの－」近代セールス４月号近代セールス社(1969年)。ＡＰ、マ
モン，田中融二他訳『ＧＭとともに』ダイヤモンド社（1967年)。チャールス.
Ｅ・ソレニセン，高橋達夫訳『フォードその栄光と悲劇』産業能率短期大学出版
部（1968)。ＥｒｗｉｎＯ,Smigel；ＴｈｅＷａＪＪＳ"“オLazUy〃－PrQ/bssjo"αノ
Ｏγgα"iz2ﾉﾉo〃Ｍｚ〃？｢ｂｙＴｈｅＦｒｅｅＰｒｅｓｓ（1964)。WilliamJCoughlm；
ＴﾙＢＴ"eJzleAPos舵s；byArthurPineAssociates（1984)。DavidHal‐
berstam;Ｔ"ｅＲｃｃｈｏ"j"g;ｂｙＡｖｏｎＢｏｏｋｓ（1986)。
鯛小中陽太郎「ドキュメント司法試験３『国際化・ビジネス化』と弁護士」法学
セミナー12月号123頁日本評論社（1987年)。なお，ＡＴ＆Ｔ社はそのご独禁法の
関係で分割され，組織も変更され，1984年１月１日に新ＡＴ＆Ｔとしてスタートし
ている。Ｄate；LawandBusinessInc.，ＢＷ。‘`、i‘〃”α舵Ｓｃ"“ｊｏｂγｃａｂ
〃′AT&T.,BusinessWeek;Dec，３(1984)。
G7）大矢「完全なる会社法規部」２７頁。
TunslalLW,Ｂ，DisconnectingParties-ManagingtheBellSystem
Breakup;ａｎｌｎｓｉｄｅＶｉｅｗ,ｂｙＭｃＧｒａｗ－Ｈｉｌｌ（1985)。
⑬注26参照。
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⑲大矢息生他『会社法務部の研究』（近刊)。なお同『社内弁護士の研究』７２頁。
第一法規出版（1982年)。
ＣＯ日本アイ・ビー・エム編『資料と情報ＩＢＭ1986』日本アイ・ビー・エム㈱
（1986年)。高石義一「アメリカＩＢＭの企業組織と法務部の役割」季刊経営と
法律46号14頁以下（1982年)。宮本倫好『日本ＩＢＭ企業文化戦略』ＴＢＳブリ
タニカ(1986年)｡RobertSobel;IBlM-Coルsswsi〃Ｔγα"sj-"o"；ｂｙＴｉｍｅｓ
ＢｏｏｋＣｏ.,(1981)。“Fhzsrα"‘Ｓ加”t',Ｔｉｍｅ；March28pp22-35（1988)。
‘`ＩＢＭ－ＢｉｇＣｈａｎｇｅｓａｔＢｉｇＢ１ｕｅ,,BusinessＷｅｅｋ；Feb，１５，ｐｐ３４－４１
（1988)。
(３Ｄ高石「前掲」１４頁。大矢息生『リーガルリスク管理と経営法学』４８頁以下学陽
書房（1986年)。
(鋤高石「前掲」１５頁。
㈱大矢『前掲』６頁以下。大矢「新・会社法規部拝見③拡大化するバンク・オブ
・ポストの法規部」経営と法律61号14頁以下（1987年)。日経ビジネス（記事）
「弁護士費用にネをあげる米企業」２月３日号77頁（1975年)。
“‘`Gγo”んｏＰｐ０γ〃"j'y；ＣＯγPwtz"o〃地gzzノゴCPα〃腕“ｔ”；BusinessＷｅｅｋ；
Sept，１ｐ700980)。
㈱宮野準治「新・会社法規部拝見④企業利潤追求の旗手としての法規部」季刊経
営と法律62号27頁以下（1987年)。以下，同氏の論稿に基づき同社の法規部を展
望する。
㈱1950年代後半，アメリカ政府が国内の２～３の医薬品メーカーによる抗生物質
の価格協定事件に端を発したヤミカルテル事件でファイザー社も被告の１社とし
て同事件にかかわりあいを持つことになった。同社の法規部は，ファイザー社が
決して価格協定をしていなかったことを，ねばり強く立証し勝訴を得ている（宮
野「前掲」２７頁)。この事件で同社法規部は同社の利益獲得のために大きく貢献
している。
㈱の２注35参照。
G7）長谷川『戦略訴訟』－『日米法テク事債』はしがきⅦ。東京布井出版（1986
年)。
㈱藤岡公夫『国際取引の法務戦略』１頁以下商事法務研究会（1986年)。北川俊
光『企業の国際化と法務』１１頁以下商事法務研究会（1987年)。伊藤迪子『アメリ
カ駐在員のための法律常識』有斐閣（1984年)。小林秀之『アメリカ訴訟法』引
文堂（1982年)。坪田潤二郎『国際交渉と契約技術』１５頁東洋経済新報社（1983
年)。中島茂『戦略法務入門』４頁以下中央経済社（1987年)。石田完爾『ア
メリカン゛ロイヤーの勝つ論理』153頁以下ビジネス・アスキー（1987年)。真鍋
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）３９
繁樹『総務革命』193頁以下サソマーク出版（1987年)。片山惨『日本アイ・ビ
ー・エムから何を学ぶか』182頁以下毎日新聞社（1987年)。大矢他『会社法務部
の研究』（近刊)。
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